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第４章  ＨＰＣＩにおける課題選定のあり方について 

 

０．はじめに 

「京」を含めたＨＰＣＩの有効な活用のために、「京」及びＨＰＣＩで実施する課題選定のあり方、登

録機関、「京」の運用主体である計算科学研究機構及びコンソーシアムの役割の明確化等に

ついてＨＰＣＩ検討委員会の下に設置した課題選定体制ＷＧにおいて検討を行い、以下のとお

り、最終報告としてこれまでの検討内容を取りまとめた。 

 

１．課題選定の基本的な考え方 

１－１．基本的な考え方 

ＨＰＣＩで実施する課題選定の基本的な考え方は以下のとおり。 

① 課題選定の方針と課題選定基準（「３．課題選定の一般的・共通的方針」に記載）に従

った課題選定であること 

② 公正な選定プロセスであること 

③ コンソーシアムが示す意見を具体化する選定スキームであること 

④ 大規模計算機の運用や高度化研究から得られる知見・技術が課題選定に活かされるよ

うな選定スキームであること 

⑤ ピアレビューに基づく審査プロセスであること 

特に、「京」については、公募に基づいて選定する一般利用枠とともに、公募によらず重要なテ

ーマ・課題を選定する戦略利用枠（戦略プログラム利用枠（※１）、成果創出・加速枠（※２）

及び重点化促進枠（※３））を設けて、重要な成果の創出の実現を図る。 

※１ 戦略機関が提案した課題について国が配分内容を決定し、登録機関によるプロセス審

査を経て利用される枠 

※２ 一般利用及び戦略プログラム利用において実施中の課題の中から、早期の成果創出に

向けて加速すべき課題へ計算資源量を追加配分する枠 

※３ 国の重要政策・重要プロジェクトの推進上必要な研究であって、文部科学省、計算科学

研究機構等が提案したものを実施するための利用枠 

 

１－２．基本的枠組み（概括） 

① 課題決定までのプロセスや共用開始と課題選定のスケジュールは図１及び図２のとおり。 

② 共用計算資源の課題公募の申請は、同一の窓口で受けることが望ましい（申請書様式

も可能な限り共通とする）。 

③ 「京」の課題審査委員会と「京」以外の共用計算資源に対するＨＰＣＩ課題審査委員会は

同一の構成員とする。また、「京」の審査と同時期に「京」以外の共用計算資源の利用課

題（ＨＰＣＩに提供されるもののうち、一括した課題選定の対象となる部分）を審査する。な

お、「京」の利用に適さない課題も共用計算資源の当該部分の審査につなげる柔軟な対

応を可能にする。 
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④「京」と「京」以外の共用計算資源の課題選定の結果の通知は、可能な限り同じタイミング

でできるよう事務局の体制・手続きを整えていくことが望ましい。 

⑤ 「京」以外の計算資源の審査基準や手順についても共用法で定める選定委員会の場を

活用して検討。 

⑥ユーザの利便性に配慮し、「京」の一般利用における試験利用期間を、できる限り共用開

始前に確保を目指す。 

 

図１ 課題決定までのプロセス 

 

 
図２ 共用開始と課題選定のスケジュール 
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１－３．課題選定に関わる枠組み 

１－３－１．「京」について 

（１） 共用法及び業務実施計画と課題選定 

課題選定の枠組みは、コンソーシアムが示す意見を尊重した上で、共用法の基本方針

（国が策定）及び業務実施計画（登録機関が策定し、国が承認）において明確化 

（２） 計算科学研究機構と登録機関の役割分担 

設置者たる計算科学研究機構と利用者選定を行う登録機関の役割分担の明確化 

① 計算科学研究機構の責任：計算利用枠（計算資源量の配分等としての枠）の提案、

実運用段階における利用時間の最適な調整と改善方策等の提案 

→計算利用枠として提案する計算資源量は運用状況にも配慮し、弾力的に設定 

→実運用段階における利用時間の調整にあたっては、中立・公正な決定スキーム

が必要 

② 登録機関の責任：枠ごとの選定方針の決定及び課題選定の実施 

→アプリケーションの計算実効性能確保のため、課題選定には計算科学研究機構

の有する施設運転や高度化研究から得られる知見・技術の活用が必要 

→計算利用枠は計算科学研究機構の提案を尊重して登録機関が決定 

（３） コンソーシアムの関与 

コンソーシアムが示す意見を国及び関係機関に提言 

 →枠及び利用時間の最適調整は、計算科学研究機構の提案に基づき、コンソーシア

ムが示す意見を尊重した上で、登録機関が決定 

→登録機関に設置される選定委員会の構成員は、コンソーシアムが示す意見を尊重

した上で、登録機関が決定 

 

１－３－２．「京」以外の計算資源について 

① 共用計算資源に関する課題の公募、申請受付、課題審査決定は、窓口の一本化

による利用者の利便性の向上のため、登録機関において実施 

② コンソーシアムが示す意見及び各ＨＰＣＩシステム構成機関の意見を尊重 

③ ユーザへの利用支援は各ＨＰＣＩシステム構成機関において実施 
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２．ＨＰＣＩの利用について 

２－１．「京」の運用・利用について 

２－１－１．課題選考の流れ 

 
 

（２－１－１．参考）「京」の利用枠とそこで行われる課題選定 
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２－１－２．「京」の利用枠の配分方針と設定手順 

 
（１） 利用枠は、計画停止、保守時間を除く計算資源を利用可能な資源として計算科学研

究機構が提案。 

（２） 利用枠の大まかな目安は以下のようであることが（総合的な成果創出の観点から）望

ましい。 

１．京調整高度化枠：１５％程度 

「京」の安定運転のためのシステム調整、ユーザ利用支援のための研究開発、

幅広い分野のユーザの利用に資する高度化研究を実施。 

２．一般利用枠：３０％程度（うち、産業利用は５％・若手人材育成は５％程度が目安） 

共用開始後の利用のニーズ等も踏まえ、柔軟に対応し、必要に応じて弾力的に

見直し（公募）。 

３．成果創出・加速枠：５％程度 

一般利用及び戦略プログラム利用において実施中の課題の中から、早期の成果

創出に向け、加速すべき課題への追加配分の枠として設定（非公募）。 

４．戦略プログラム利用枠：５０％程度 

戦略機関が提案した利用希望課題について、文部科学省が配分内容を決定。

５０％程度の内、一定割合を留保し、進捗に合わせて重点的に配分（非公募）。 

５．重点化促進枠：当初は０％。必要に応じ設定。上限は１０％程度 

政策的、重要かつ緊急な課題の実施（当初は留保せず、課題が設定されれば、

他の利用枠より優先的に実施）（非公募）。 

注） 萌芽的な研究やグローバルな視点でのアジア等との国際協力等、政策的に重要

なものとして促進する枠組みは、今後、登録機関（選定委員会）において、審査

基準や手順の具体化を図る。 

（３） 利用枠については、登録機関が計算科学研究機構の提案及びコンソーシアムが示す

意見を尊重した上で決定。 

 

２－１－３．成果創出・加速枠の設定・運用 

（１） 一般利用枠で実施中の課題の中から、成果が早期に見込まれるため加速すべきテー

マを、計算科学研究機構が実運用を通じて、プログラムの実行効率の状況等を勘案し

て追加配分を登録機関に提案。登録機関は計算科学研究機構の提案を尊重して、迅

速に課題選定を行う。 

（２） 戦略プログラム利用枠に追加配分を行うことが必要な場合は２－１－４．（２）の手続き

と同様。 
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２－１－４．戦略プログラム利用枠の設定・運用 

（１）戦略機関が提案した利用希望課題について、文部科学省（戦略プログラム推進委員

会）が各分野毎に配分を決定し、その結果を登録機関に通知。具体的には、５０％程

度の内、一定割合を留保し、進捗に合わせて重点的に追加配分する。なお、各分野毎

の配分の具体的な方針は、各分野毎において決定する。 

（２）重点的な追加配分については、戦略プログラム利用枠で実施中の課題の中から、計算

科学研究機構が実運用を通してプログラムの実行効率の状況等を勘案して追加配分

を国に提案。その結果を踏まえ、文部科学省において予算・実施体制・成果の早期創

出等の観点から評価し、戦略プログラム全体として確実に実施できることを検討の上追

加配分の決定を行い、登録機関に通知。 

 

２－１－５．重点化促進枠の設定・運用 

各省庁や計算科学研究機構などが示した政策的に重要かつ緊急なテーマの提案（随時）

に基づき、国（文部科学省）に設置された委員会が国家安全保障、産業振興等に係る重要

な課題解決・対応型のテーマを選定し配分を決定した後、登録機関に通知。 

※テーマは実施機関を予め明確にしたプロジェクトとして通知。一般公募はしない。 

 

２－２．「京」以外の計算資源の運用・利用について 

① ＨＰＣＩ全体で共用される、「京」以外の計算資源の利用枠は、若手人材育成・産業利用

を含む利用形態に配慮し、各ＨＰＣＩシステム構成機関の運用方針に基づき設定。 

② 各ＨＰＣＩシステム構成機関が定める規定に則り運用。可能な支援内容（利用可能ソフト、

技術支援の内容）を各ＨＰＣＩシステム構成機関において明確化し、共通運用窓口を通じ

て情報開示。 

 

２－３．ＨＰＣＩ共用ストレージ 

（１）利用形態 

① 審査はＨＰＣＩ課題審査委員会が行う。（無審査での利用を認める制度にはしない。） 

※できる限り新たな審査委員会・ＷＧを設置せず、効率的に運営するための配慮が

必要。 

② 以下の利用について具体化を検討。ＣＰＵ一体型の利用に重点を置く。 

• ＣＰＵ一体型 

共用計算資源を利用するためにストレージを利用する。ＣＰＵの課題選定結果に

基づいてストレージの利用が決定。解析等の利用がなく、長期間保存のみの利

用は認めないこととし、共用計算資源の実績があること、次年度に共用計算資源

を利用する計画が明確になっており、利用までに解析等を計画的に実施すること、

利用終了後には自らの施設等で保存する見込みがあることなどを条件に利用を

認める。 

- 42 -



• 共有型 

各コミュニティなどで、データを共同で利用し、また解析等のために利用する（計

算機の利用の有無は問わない）。ＨＰＣＩ課題審査委員会に置いて、利用者の数・

利用のし易さ・ストレージを利用する研究の意義などを総合的に勘案し配分。 

（２）配分方針 

① ストレージ全体の配分方針 

• 全体の９割程度を配分し、課題審査することを前提に配分。１割程度は特に追

加配分が必要な場合や緊急事態のために留保し、柔軟に対応。 

• 戦略プログラムに５割程度を配分し、それ以外を一般公募とする。 

② 配分量の上限の設定 

• 利用される課題毎に標準的な配分量を上限として、あらかじめ設定。 

• 標準を超えて配分の申請があった場合は、個別に審査の上、特に必要と認める

場合に限り配分。 

③ 利用期限の設定 

• ストレージ利用期間については、２年を上限とする。利用状況等を勘案し、更新

は可能 

④ 年度毎に配分する資源量の設定 

• 年度毎に一定割合の上限を設け、初年度にストレージを使い切ることがないよう

な運用ができるように配分。利用期間が終了し、更新が認められない場合は削

除。削除によって空いた資源量については課題審査により配分。 

 

３．課題選定の一般的・共通的方針 

３－１．一般的・共通的方針 

（１）課題選定 

① 課題の公募回数：年１回。 

選定状況よっては、利用のニーズ等も踏まえて追加応募の必要性を登録機関に

おいて検討。 

② 資源配分及び利用期間 

• 一般利用枠及び「京」以外の計算資源の資源配分は年度単位で実施し、利用

期間は最長 1 年として運用。 

• 戦略プログラム利用枠の資源配分は、国（戦略プログラム推進委員会）が毎年

度戦略プログラムにおいて行う評価・点検結果をもとに、次年度の配分を弾力

的に見直し、決定。 

※ 課題に関するヒアリング・成果報告・資料提出の時期・方法については、公募の段階

で明示しておくことに留意する。 
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（２）選定基準 

 

• 「京」の選定基準については上記のＡ・Ｂ・Ｃを基本に、より具体的な内容を検討し、

コンソーシアムが示す意見を尊重した上で選定委員会が決定。 

• 「京」以外の計算資源の選定基準については、 

Ａ）大規模・大容量計算に挑戦する課題 

Ｂ）将来的に「京」やそれに続く大規模ＨＰＣに繋がり得る課題 

Ｃ）複数サイトの利用課題にも配慮 

を基準に、より具体的な選定基準を決定。なお、産業利用にあっては、いずれも新し

いニーズを掘り起こし、イノベーション創出につながる課題をトライアル・ユースとして

提供。 

→ 若手人材育成については、若手の自立支援の観点などに応じた基準の要否を登録

機関（選定委員会）において今後具体化 

→ 産業利用については、３－２．を参照 

• 申請に求める事項は、別紙に記載 

（３）計画的・効率的利用の仕組み 

• 一般的に、年度後半に計算機の利用が集中する傾向があることを踏まえ、共用計

算資源を効率的に運用するため、ユーザに利用を促す仕組みが必要 

① 課題選定の際、目標とする利用の時期・計画の明確化を要件とする。 

② 課題選定後においては、例えば以下のような方法により、計画的利用を促すこ

とについて登録機関で検討し実施。 

例１：利用状況の公表による利用の促進 

年度内に使用しなかった分は翌年度に持ち越さず、準備の整った物か

ら順に利用することを基本原則とした上で、ユーザの用いるプログラム

毎の計算資源の利用状況を、たとえば１か月から２カ月ごとに公表し、

計画的利用を促す。 

例２：チェックポイントを設け、利用を促進（申告制） 

四半期ごとの計算機資源の利用計画をユーザから申告させた上で、

各期の終期において使用状況をユーザに情報提供し、計画的利用を

促す。（各期の未使用分は、放棄したものとみなす。） 

※ 技術的な問題の有無等も含め、運用面での負担とのバランスを配慮して、

今後計算科学研究機構において具体化が必要 

• 利用状況については、次年度の継続課題において課題選考の審査材料とする。 
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（４）「京」の実運用の方針（選定された課題に係るもの） 

課題選定に関わる「京」の実運用の基本方針は以下のようであることが望ましい。 

① 選定課題の利用の条件 

未利用分は翌年度に持ち越さない。 

② 「京」の１ジョブあたりの上限値 

• ノード数上限 

該当環境におけるノード最大数の８割程度を上限とする。最大数を使う場

合は別途申請が必要。 

• 経過時間上限 

ノード時間積に上限を設定し、システムの安定度を見ながら順次拡大。 

③ 計算リソース 

• リソース枠 

選定された課題単位で配分されるリソース枠の中での配分（グループ、ユ

ーザ単位など）はグループリーダ（代表者）が自由に配分可とする。 

• ジョブ単位での制限 

– 利用可能ノード数は、プログラムの実行効率などの基準を満たすことに

より拡大を許可（計算科学研究機構内で審査を実施し、許可した場合

は、速やかに登録機関に報告）。通常時利用可能な最大ノード数を計

算科学研究機構において設定する。 

– 最大経過時間は、プログラムの開発状況に応じて順次拡大。 

④ ストレージリソース（「京」のグローバルファイルのことで、ＨＰＣＩ共用ストレージでは

ないことに注意） 

• リソース枠 

– グローバルファイルシステムを課題単位で配分 

– ストレージのみを利用することは想定しない（ＨＰＣＩストレージを利用） 

– 課題申請時に希望ストレージ容量についても申請し、課題審査委員会

で課題に割り振る容量の上限を決定。 

– 状況に応じて計算科学研究機構で審査の上、順次拡大（最大値は課

題審査委員会で決定した値）。 

• 課題終了後、速やかに削除 

他課題等でデータを引き継ぐ場合は、該当課題申請時にその旨を記述。 

※具体的な運用方針は、「京」のシステム高度化利用の実情を踏まえて計算科学研究

機構において決定し、適切に運用する。 

（５）その他 

① 戦略プログラム利用枠、重点化促進枠、京調整高度化枠で研究実施中の者が、実

施中の課題と異なるテーマで一般利用枠や「京」以外の計算資源に応募することは

可能。また、一般利用枠に応募した課題が戦略プログラム利用枠などで既に実施さ

れているものと類似の場合には、新規性・先進性の観点で審査を行い決定。 
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② 学際大規模情報基盤共同利用・共同研究拠点事業（ＪＨＰＣＮ）との関係 

同事業については、３－２．の産業利用と同様に学際共同研究ＷＧを設定し、ＨＰＣＩ

の一環として、平成２５年度募集課題から従来のＪＨＰＣＮ公募型共同研究の理念

（計算科学分野と計算機科学分野の協調的・相補的な研究形態、複数拠点の資

源の連携が必要な課題など）に沿った課題を選定。 

 

３－２．産業利用の基本的な考え 

（１）産業利用促進 

産業利用を設けて以下の目的で産業利用促進。 

• 目的： 

– 共用計算資源が産業利用に役立つことを広く産業界の理解につなげ、

ユーザ開拓など産業利用の促進につなげる（（２）①～③参照）。 

– 実証利用に重点をおいて運用 

• 課題審査委員会に産業ＷＧを設定し、利用課題の審査・決定。一般利用とは

異なる基準で選考する。 

– 公募：年１回を基本（選定状況によっては、産業利用の利用実態やニ

ーズ等を踏まえて必要に応じて将来的に公募回数を検討） 

※ トライアル・ユースは随時または年複数回 

– 基準 １．自社では実施することができない計算規模・品質を要する課

題であること 

２．出口戦略が明らかになっていること 

３．産業利用の開拓に向けた波及効果が十分に期待されること 

※ トライアル・ユースについては、１．に変えて「実利用に向けた計画やビ

ジョンがあること」とする。 

• 「京」の超並列の利用だけでなく、それにつながる１００～数千並列のミドルレベ

ルの利用も対象とする。 

（２）トライアル・ユース-実証利用-個別利用 

① トライアル・ユース（（３）参照） 

• 企業側で利用の可否を判断する（自分の課題を実施するうえでのリスク評価を

する）ための仕組み。  

• 自社の課題で評価するため、各社の機密性確保には十分な配慮は必要である

が、期待した成果が得られなかった場合の理由や、システム利用における実行

性能等の情報等、可能な限り公開 

• 随時受付ないしは年間複数回の公募 

② 実証利用（成果公開無償利用） 

• 高並列シミュレーションの有効性を産業界の課題で実証する。将来、「京」及び

ＨＰＣＩのユーザになり得る者（潜在ユーザ）にとって有益な情報について可能な

限り公開 
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③ 個別利用（成果非公開有償） 

• 機密性の高い課題を自社の費用負担にて実施 

（３） トライアル・ユースの運用 

① 個々の企業が、狙いとする事業に即した計算を共用計算資源で試行することで、共

用計算資源で実施可能であることが実感でき、当該企業において、共用計算資源の

利用の可否について判断を円滑にできるようにするための仕組み。（リスク評価など） 

② 迅速な実施を行うため、産業利用の中で上限を設定し、その範囲内で随時（または

複数回）、産業ＷＧで採択を決定（あるいはトライアル・ユース担当者を置き、その裁

量で可否判定） 

③ 課題選定においてはより多くのユーザが利用できる工夫が必要 

• 利用ソフトウェアが異なるときは同一ユーザでも別申請として扱う。 

→ １ユーザあたりの計算機資源量において、何らかの上限を設けることについ

て要検討 

④ 原則、無償。 

⑤ 成果などの公開については、トライアル・ユースを利用した結果、期待した成果が得ら

れなかった場合はその理由を報告・公開。実施者の同意を得て、ソフトウェア利用情

報に関してのみ公開するなど、有益な情報については可能な限り公開。ただし、商業

機密と直結する内容になることが考えられるため、慎重に検討が必要 

⑥ 対象は産業利用全般（産業界のハイエンドユーザもあり得る。） 

 

４．選定委員会と課題審査委員会の構成 

４－１．選定委員会 

（１）委員構成 

① 大所高所から意見ができる学識経験者１０名程度で構成。 

② 具体的構成（括弧内の数は構成人数の目安） 

A) 計算科学、計算機科学に高い識見を有する者 

B) 計算機利用に明るい応用数学者・実験科学者（２：各１） 

C) 計算機の産業利用に明るい者（企業の現職及び経験者）（２） 

D) 大規模計算機の運用技術に高い知見を有する者（２） 

→ Ａ～Ｄの複数を満たす者として選定することも可能。計算科学研究機構などの関係

機関に所属する者も含め、委員の候補とする。 

③ 組織の意見を代表する者は選考しない（ポスト指定はなし） 

④ コンソーシアムの役員との必要以上の重複は避ける配慮が必要。 

- 47 -



（２）選考手順 

Ｓｔｅｐ１ 登録機関が、コンソーシアムが示す意見を尊重し、（１）に沿って委員構成案を

作成。 

Ｓｔｅｐ２ 委員構成案をコンソーシアムに報告し、意見を聞く。 

Ｓｔｅｐ３ 登録機関は、委員を決定（委嘱）し、選定委員会の設置（委員名も含む）につい

て登録機関のＷｅｂで公表。 

（３）任務 

課題選定の基本方針等を策定し、登録機関へ意見を述べる 

（４）運営の配慮事項 

① 意思決定は合議を基本 

② 委員は、特定の利用者・機関の利害に係る事項の決定には参加しない等、利益相反

に配慮して運営 

③ 特に重要な事項（枠の決定・変更など）の決定に当たってコンソーシアムの了解 

 

４－２．課題審査委員会 

（１）委員構成 

① 計算科学・計算機科学の専門的知見を有する者１０名程度で構成。 

② 課題審査に当たり、ソフトウェアの効率性（並列性）、計算処理、結果の解析等のレビ

ューのため、ＨＰＣＩシステム構成機関が情報提供。 

（２）選考手順 

Ｓｔｅｐ１ 登録機関が委員構成案を作成。 

Ｓｔｅｐ２ 委員構成案を選定委員会の了承を得る。 

Ｓｔｅｐ３ 登録機関は、委員を決定（委嘱）し、審査委員会を設置。委員会設置は、 

Ｗｅｂ等で公表するが、委員名は非公表。 

（３）審査方法（設置ＷＧなど） 

① 「京」の審査を先行し、その結果を踏まえて「京」以外の共用計算資源の利用課題の

審査を実施（「京」の利用に適さない課題も、「京」以外の計算資源での利用の可否

の審査につなげる柔軟な対応を可能にする）。 

② 課題審査委員会において、分野、領域ごとにレビュアーを複数置き、採点・評価を実

施し、それを踏まえて審査・決定。 

③ 課題審査委員会の下に産業ＷＧ及び学際共同研究ＷＧを置く。その他のＷＧ、例え

ば応募状況に応じた課題分野ごとのＷＧは、登録機関にて判断して設置。 

④ 登録機関は選定案を選定委員会に諮り、聴取した意見を踏まえて最終決定。 
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（４．参考）登録機関における課題審査体制 

 

 

５．成果公開・報告書 

（１）成果公開 

• 「京」は国費による共用施設として整備されたものであり、本施設を利用した研

究の成果は広く社会に還元することが期待されるものである。このため、研究成

果については、原則として公開することが基本。 

• また、「京」以外の計算資源においても、オールジャパン体制でＨＰＣＩの発展並

びにＨＰＣの利用促進を行うために、それに資するような情報を提供してもらうべ

きであり、成果については原則として公開することが基本。 

（２）成果報告書の内容、作成・公開の手順 

• 提出時期や記載事項など成果報告書の内容と手順について、登録機関におい

て、課金の在り方（有償・無償の区別）に留意して今後検討。 

• 特許等の権利化の支障にならないように成果報告書の提出や公開の時期につ

いては一定期間（例えば２年間）の猶予を認めるなど慎重な検討が必要。 

（３）成果の社会還元 

• 「京」の利用成果は、さらなる発展を図り、技術・人材育成などの形で社会に還

元することが必要。 

• 課題選考においても、例えば、 

① 社会還元への可能性・達成手順など課題審査において、一定の評価を

行う。 

② 利用後においても一定期間利用者が社会還元に向けた取り組み・達成

度などを公表することを課題選定の条件とする。 

③ 計算規模の大きさなどにより重要課題を抽出して課題審査委員会として

レビュアーの指名により一定期間レビューを行う。 

などの仕組みの導入を検討し、実行可能なものから順次実行する。 
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６．利用料金の考え方 

（１）「京」の利用料金は以下を基本に今後計算科学研究機構において設定する。 

① 原則成果公開とし、利用料金は無償、成果非公開は有償（成果を公表することは、

科学技術の振興や新たな利用促進に繋がるとともに、知的公共財として社会や国民

へも還元されることから、成果公表の促進策として無償とすることが有効）。 

② 利用料金の算定は運営費回収方式（単価例：運営費（光熱水費、業務委託費、研

究施設保守費、固定資産税、火災保険料等）÷ノード数÷共用時間） 

ノード数×時間当たりで課金することが適当。一定規模以上の利用については減

額措置の導入も検討課題であるが、算定方法や実施時期については企業の「京」

の利用の実態や産業界のニーズなどを踏まえ、検討の上決めることが必要。 

③ ＳＰｒｉｎｇ－８では消耗品（ガス配管関連消耗品、電気部品、試薬等）の実費を徴収。

「京」において利用に伴い発生する消耗品の実費徴収については、個々の利用者の

利用の仕方も考慮して徴収すること等について検討が必要。 

④ 有償利用の場合、年度内に資源を使い切れない場合の対策について検討が必要

（公募要領確定時までに計算科学研究機構において検討）。 

例）年度内に使い切れる対応策（たとえばノードロック）をする、次年度に繰り越す、事

前に一応の目安（金額）は利用契約書で設定し、後で従量制で清算するのか等 

（２）「京」以外のＨＰＣＩに提供され一括して課題選定の対象とする計算資源（共用計算資源） 

① 原則成果公開とし、利用料金は無償、成果非公開は有償。 

（ＨＰＣＩシステム構成機関に対しては、別途国から利用料金相当額を負担） 

（３）上記を除く計算資源の利用料金 

① 各々のＨＰＣＩシステム構成機関において設定。 
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別紙 

 

ＨＰＣＩにおける課題申請事項について 

 

（０）申請者情報 

（０－０）申請代表者ＨＰＣＩ－ＩＤ 

（０－１）申請代表者名 

（０－２）申請代表者所属 

（０－３）課題参加者名 

（０－４）課題参加者所属♯ 

 

（１）課題情報（日英） 

（１－１）課題名 

（１－２）課題概要 

（１－３）研究分野（分野分類については選択肢を設定） 

（１－４）研究キーワード（５つ程度） 

 

（２）計算資源情報 

（２－１）希望する計算資源（ＨＰＣＩ共用計算資源情報を提示） 

• 京及びその他のＨＰＣＩ資源の中から、第一希望以外がある場合は優先順位を付け

て複数申請。 

• 複数のＨＰＣＩ資源の利用を希望する場合は同一の申請書類にその旨記載。 

（２－２）希望する計算資源量（ノード数・時間、ストレージ容量：計算資源ごと） 

 

（３）利用情報 

（３－１）成果占有利用・成果非占有利用 

（３－２）利用枠（「京」の場合） 

• 一般利用枠【通常利用、産業利用（トライアル・ユース、実証利用、個別利用）、若

手人材育成】、成果創出・加速枠、戦略プログラム利用枠、重点化促進枠を記

載。 

（３－３）希望する利用形態（占有パーティションやノードロックの要否等） 

（３－４）利用希望時期（ノードロック期間を含む：産業利用の場合） 

 

（４）研究情報 

（４－１）研究内容（研究の意義、目的、特色、期待される成果、成果の発表予定のメデ

ィア）※ 

• 科学的に卓越した課題、社会的に意義の高い課題、ブレークスルーが期待される

課題か明確に記載。 
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（４－２）研究の波及効果 

• 特に、産業利用の場合は、波及効果の記載において、産業応用の出口戦略及び、

産業利用の開拓に繋がるか明確に記載。 

（４－３）希望する計算資源を使う必要性（計算機資源及びストレージ等） 

• 「京」の場合、大規模計算機のリソースが真に必要とするか明確に記載。産業利用

の場合は、自社で実施することができない計算規模・品質を要する課題か明確に

記載、トライアル・ユースについては実利用に向けた計画・ビジョンがあるか明確に

記載。 

• 「京」以外の計算資源の場合、将来、「京」・大規模ＨＰＣに繋がることが見込まれる

か明確に記載。 

（４－４）計算資源量の算定根拠（計算機資源及びストレージ等：計算資源ごと） 

（４－５）計算資源の利用計画（計算機資源及びストレージ等） 

• （計算資源を効率的に運用するため、）目標とする利用時期・計画を明確に記載。 

 

（５）プログラム情報（利用するプログラムごとに記載） 

（５－１）プログラムの名称、プログラム言語 

（５－２）プログラムの規模（行数） 

（５－３）計算手法（離散化法及びアルゴリズム） 

（５－４）プログラムの稼働実績（計算資源の名称、規模、並列化率、実行効率）※ 

 

（６）関連情報（課題参加者も含む） 

（６－１）本申請に関わる準備状況 

• 希望する計算資源利用に当たってのプログラムの効率性（並列性）、計算処理、デ

ータ収集、結果の解析等が既に十分検証済（予定も含む）か明確に記載。 

（６－２）他申請がある場合は当該申請との関係 

（６－３）本申請に関わるこれまでの実績（主な発表論文等。また、過年度に本申請と関

連がある課題がある場合は、本申請との関係を記載。）※ 

（６－４）提案までのプロセス（「京」における戦略プログラム利用枠、重点化促進枠の場

合） 

• 戦略プログラム推進委員会等におけるコメントやその反映状況など本申請の提案ま

でに至った過程を記載。 

 

♯安全保障輸出管理上、非居住者等の場合はその旨を記載（募集要項等に安全保障輸出管

理に関する遵守事項を記載。また、申請代表者の扱いについては、別途検討が必要。）。 

※産業利用では記載は任意。 

☆募集要項等には、利用条件、制限事項、希望する計算資源量が必ずしも要望に添えないこと

等を記載、申請書にはこれらを承諾の上で応募する旨を記載。 

☆「京」の重点化促進枠については、テーマの内容により申請事項は適宜判断。 
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（２）アプリケーションの調整・高度化支援 

① アプリケーションの調整・高度化支援の詳細（１） 

 

 

② アプリケーションの調整・高度化支援の詳細（２） 
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③ アプリケーション調整・高度化支援における登録機関と機構の役割分担の考

え方 

 

 

５．その他の利用支援業務について 

（１） その他の利用支援業務 

① 課題申請前の技術的相談  

• 「京」の適合性（実行性能や計算手法等）に関する技術的な相談について、

登録機関が対応 

• 課題審査に影響し得る内容・意義に関わる助言はしない 

② 講習会業務 

• 講習会の企画は、機構やＨＰＣＩからのＨＰＣＩシステム構成機関等と連携して

登録機関が行う 

• 企画した講習会の実施は、内容や規模に応じて各々の機関で行う 

（２） 可視化に関する支援等の扱い 

• 可視化に関する支援やデータ処理に関する支援については、個々のアプリケー

ション特有の知見や技術が必要なため、ユーザ自らやコミュニティで実施すべき

ものであり、登録機関が実施するには限界がある 

• 可視化手法は、共通のサービスとしての手法が確立されておらず、研究要素が

多く存在する 

• 可視化手法に関する研究が進展し、共通的な可視化技術が確立された後に登

録機関の利用支援業務として検討することが妥当である 

（３）留意事項 

• 他機関と協力した幅広い支援体制の構築 

「京」以外のＨＰＣＩシステム構成機関は、各機関における支援体制の一層の充実

が必要 

- 58 -



登録機関や機構への出向等により、経験を積み、各機関において支援が行える

ようにする等、他機関との協力した幅広い支援体制の構築について要検討 

• アプリケーションのメンテナンス 

アプリケーションの中身を熟知している開発者しかメンテナンスを行うことができな

いため、開発者が責任をもって実施する 

• データの保管 

「京」で計算するにあたって必要となるデータについては、その必要となる期間内

のみ保管する 

• 産業利用の支援 

産業界への支援については、科学的卓越性に限定されない産業界特有の支援

が必要なため、「京」の利用者支援として共同研究等のコーディネート等の支援

体制の構築が必要 

 

６．登録機関が行う利用支援業務に必要な人員について 

（１）アプリケーションの調整・高度化支援  

• 支援が必要な課題数：年間１２課題と想定 

• チーム数：４チームを想定（１チーム１年あたり３課題を処理）  

• チーム員数：３名を想定（高度化支援員１名、技術支援員２名） 

※高度化支援員がチームヘッドを行う 

⇒上記課題数の想定については地球シミュレータの事例等を参考に検討した 

— 地球シミュレータ（ＥＳ１）の平成１４年度から２０年度の地球科学・計算科学・先

端科学の課題数の平均は４０課題 

— 「京」における課題数についても同規模であり、その内アプリケーションの調整・高

度化支援が必要で、高並列かつ高性能が見込める課題は３割程度と想定 

— なお、地球シミュレータの事例においては、ＥＳ１の全プロセッサ数の１０％（５１２

プロセッサ）以上を利用しかつＥＳ１のピーク性能４０テラフロップスの１０％の性

能である４テラフロップス以上を達成している課題数が１２課題であり、地球シミ

ュレータにおいても高並列かつ高性能な課題は３割程度であった（ＥＳ１の状況

が落ち着いた２年目である平成１５年のデータをもとに試算） 

— 「京」においては、概ねピーク性能の１０％となる１ペタフロップス以上の性能を目

指したアプリケーションの調整・高度化支援を行うことになることが考えられる 

※「京」の利用が進むことで利用支援についてその実情も踏まえ、数年後を目途に

省令上の人員の見直しについて検討することが必要 

 

 

 

 

 

- 59 -



（２）利用者への情報提供・利用相談及び利用支援 

• 技術相談窓口：２名 

 ⇒ 問題の切り分けが出来るスキルが必要 

• 技術相談窓口以外の相談対応は（１）の人員で兼任 

（３）課題申請前の情報提供・技術相談等に関する業務 

• （１）の人員で兼任 

（４）講習会業務 

• 企画のための人員→事務に必要な人員に含める 

（５）その他利用支援業務に必要な人員 

• ネットワーク管理者１名及び情報処理安全管理者１名 

※（１）～（５）は登録機関としての必要最低限の人員である。ユーザの利便性を

高め、業務を的確かつ円滑に実施でき、「京」を最大限活用できる体制を整え

るためには、上記に加え、産業利用におけるコーディネート要員・技術支援要員

及び事務に必要な人員（通常事務及びＨＰＣＩを含む共通ＩＤの管理等）などを配

置（必要に応じて外部委託等を活用）し、登録機関における適切な業務推進体

制を構築する必要がある。 

※課題選定業務の人員は別途見積もる 

チーム構成：以下よりチームを構成する 

• 高度化支援員（チームヘッド）：１名（手法検討・分析を実施） 

• 技術支援員：２名 

• チームヘッドに流体系、構造系、量子系、離散(粒子)系等の専門知識を持つ高

度化支援員を置くほか、技術支援員をバランスよく配置して、この４チームで幅

広く対応できるような工夫が必要 
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別添資料 

 

文部科学省が定める特定高速電子計算機施設に係る基本方針の改定にあたり 

盛り込むべき観点について 

 

ＨＰＣＩ準備段階コンソーシアム 

 

 次世代スーパーコンピュータ「京」の共用について、特定先端大型研究施設の共用の促進に関

する法律（平成六年六月二十九日法律第七十八号）第四条に基づき、文部科学大臣がその共

用の促進に関する基本的な方針（以下、「基本方針」という。）を定めることとされている。 

ＨＰＣＩ準備段階コンソーシアムとしては、今後予定されている基本方針の改定にあたり、以下の

趣旨を盛り込むべきと考える。 

 

【計算科学技術振興の意義等】 

○ 国際競争力の飛躍的な向上につながる研究成果を世界に先んじて創出する等のため、計算

科学技術を積極的に振興すること。 

 

○ コンソーシアムは、我が国の計算科学技術振興の中心となり、世界最高水準の成果創出と成

果の社会還元を推進し、これを将来にわたり支える基盤としてのＨＰＣＩの整備を主導する役割

を担うこと。 

 

○ ＨＰＣＩの中核としての次世代スーパーコンピュータ「京」の開発・整備が着実に進められ、「京」

の性能を最大限効果的に活かせる形で、また、ユーザの利便性にも配慮して、その共用が開

始されるべきこと。この中で、「京」の共用により重点的・戦略的な利用を進め、社会が期待す

る画期的な成果を創出することが必要であること。 

 

【共用の促進に関する基本的な方向について】 

○ 特定高速電子計算機施設が、ＨＰＣＩの中核として、我が国の科学技術の振興や国際競争力

の向上に寄与していくためには、研究者等にとって魅力のある施設となり、多くの研究者等によ

り積極的に活用され、優れた研究成果を世界に向けて発信できる拠点となることが必要であ

る。そのために、理化学研究所計算科学研究機構がＨＰＣＩコンソーシアム及び登録機関と一

体となって大きな役割を果たすことが重要であること。 

 

○ 利用者の意見に十分配慮した特定高速電子計算機施設の整備及び性能向上の推進や、公

正な利用者選定による利用機会の提供等、利用者本位の考え方を基本とした施設の整備

及び運営を行うこと。その際、本施設の共用の促進については、平成２２年度予算編成時の４

大臣合意に基づき進められている、利用者視点に立ったコンソーシアム主導によるＨＰＣＩ構築
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の趣旨に適合するものでなければならない。 

 

○ 特定高速電子計算機施設の性能を最大限効果的に活用することにより、共用開始後いち早

く、重点的・戦略的な利用を進め、社会が期待する画期的な成果を創出することも求められ

ていることに留意すること。 

 

○ 特定高速電子計算機施設を利用した計算科学の高度化を不断に図るとともに、人材の育成

に努めること。今後、理化学研究所計算科学研究機構が中核的な役割を果たし、ＨＰＣＩコン

ソーシアム及び登録機関などの関係機関の協力を得て、優れた研究成果を世界に向けて発

信できるスーパーコンピューティング研究教育拠点の形成に取り組むこと。 

 

○ 登録機関制度は、平成２２年度予算編成時の４大臣合意に基づき進められている、利用者

側視点に立ったコンソーシアム主導によるＨＰＣＩの構築の趣旨に適合するよう、機能しなけれ

ばならない。また、登録機関の行う利用促進業務は、「特定大型研究施設の共用の促進に関

する法律」の趣旨やＨＰＣＩ構築の趣旨が最大限実現できるよう、理化学研究所との間で、緊

密かつ一体的な連携が必要である。このため、ＨＰＣＩコンソーシアム、理化学研究所、登録機

関が三位一体となった連携・協力関係を構築することが必要であり、登録機関は、ＨＰＣＩコン

ソーシアムの枠組みの下、コンソーシアム構成機関との連携・協力を得て、業務実施を行うこ

とが望ましい。 

 

【施設利用研究について】 

○ 特定高速電子計算機施設の共用に当たっては、産業界を含め、多様な分野の研究者等に

対して、透明かつ公正な手続きにより利用機会が提供されなければならない。その上で、特

定高速電子計算機施設の性能を最大限効果的に活用する方法により、共用開始後いち早く、

重点的・戦略的な利用を進め、社会が期待する画期的な成果を創出することが必要。このた

め、施設利用研究に対する計算資源の提供については、一般利用枠（公募に基づく一般利

用）とともに、戦略利用枠（ＨＰＣＩ戦略プログラムその他国の重要政策・重要プロジェクトの推進

上必要な研究であって、文部科学省、理化学研究所計算科学研究機構等が提案したものを

実施するために、一般枠とは別に、公募を行わない特別利用枠）を設けることを提案する。 

 

【利用者選定について】 

○ 利用者選定については、科学技術基本計画等国の方針を踏まえ、国際競争力の強化に配

慮しつつ、施設利用研究の科学技術への貢献度や発展性、社会経済への寄与や、社会通

念に照らした妥当性等に配慮した適切な基準に従って実施する必要がある。さらには、選定

結果を公表するなど、透明かつ公正な選定を行う必要がある 

 

○利用者選定については、具体的には以下のように行うことが望ましい 

 登録機関が実施責任を有する施設利用研究を行う者の選定については、登録機関に
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設ける課題審査委員会の審査等に基づき、行う。これに関連する業務を、登録機関にＨ

ＰＣＩコンソーシアムの枠組みの下、中立公正な立場から利用者選定に関する業務を担う

部門を置いて実施する。同部門に、共用法の定める専任の管理者を置く。 

 選定委員会及び課題審査委員会の委員の選任や課題審査の方法及び基準等につい

ては、共用法法令における定め及びＨＰＣＩコンソーシアムの枠組みの下でのコンソーシア

ム構成機関の合意形成による決定に基づくものとすること 

 理化学研究所が特定高速電子計算機の運転や高度化研究から得る知見・技術を基に、

特定高速電子計算機の性能が最大限生かされるようにすることが重要であること。 

 

【利用支援について】 

○ 多様な分野の研究者等が円滑に特定高速電子計算機施設を利用でき、また、研究者等の

より適切な先端的・革新的なニーズにも対応できるよう、適切な支援が必要である。このため、

登録機関においては、利用支援業務を実施する際には、ＨＰＣＩコンソーシアムの協力を得るこ

とが必要である。また、理化学研究所が特定高速電子計算機施設の設置、開発、整備、運

転、高度化研究を通じて獲得、蓄積する知見や技術が、登録機関の行う利用支援業務に確

実に活かされることにより、より高度な利用支援が常に行われるように、理化学研究所の意見

を踏まえて、施設利用研究に係る相談への対応や研究内容に応じた情報の提供等を適切に

行うことが必要である。 

 

○利用者支援については、具体的には以下のように行うことが望ましい 

 利用支援業務の実施は、利用支援業務事務局（仮称。ＨＰＣＩコンソーシアムの枠組みの

下、利用支援業務を行う部門）を、登録機関に設けて行う。共用法が求める登録機関に

置く「研究実施相談者」「ネットワーク管理者」「情報処理安全管理者」は、利用支援業務

事務局に置く 

 登録機関は、ＨＰＣＩコンソーシアム構成機関のうち、利用支援業務に協力できる能力を

有する機関の協力を得て、業務を行う。 

 

【特定高速電子計算機施設の整備について】 

○ 理化学研究所においては、特定高速電子計算機施設の整備に当たって、機器性能の高度

化を含め、利用者のニーズが適切に反映されるとともに、施設が効果的に活用されることが重

要である。また、本施設は、利用者側視点に立ったコンソーシアム主導によるＨＰＣＩの中核とし

ての役割が期待されている。このため、理化学研究所においては、ＨＰＣＩコンソーシアムと適切

な連携を図って、幅広い分野の研究者等の意見や国内外の研究の動向等を適切に把握し

つつ、計画的に整備を進めることが必要である。 

 

【その他】 

○ ＨＰＣＩにおける中核的な役割を担う本施設は、ＨＰＣＩコンソーシアムの枠組みの下で、大学・研

究機関等のスーパーコンピュータを始めとする計算環境との適切な役割分担及び有機的な
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連携の下に、計算科学技術に係るＨＰＣＩの整備が図られることが必要。また、登録機関にお

いても、このＨＰＣＩの整備・運用に積極的に関与し、本施設を中核としたＨＰＣＩの構築と活用に

貢献することが必要である。同時に、大学の基盤センターや地球シミュレータ等のスーパーコ

ンピュータの施設運用の経験、計算科学や計算機科学に関する研究開発・技術面における

高度な知見や経験を有するコンソーシアム構成機関との積極的な連携を図り、本施設の円

滑かつ有効な整備・運営等に活かしていくことが重要である。 

 

以上 
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参考資料１ 

 

ＨＰＣＩ準備段階コンソーシアム運営規程 

 

（名称） 

第１条 本会は、ＨＰＣＩ準備段階コンソーシアム、略称を「ＨＰＣＩＰＣ」と称する。 

 

（目的） 

第２条 本会は、我が国の計算科学技術振興の中心となり、世界最高水準の成果創出と成果の

社会還元を推進するため、次世代スーパーコンピュータを中心として、次世代スーパーコンピュ

ータと国内の計算資源を連携して利用するための革新的ハイパフォーマンス・コンピューティン

グ・インフラ（ＨＰＣＩ）の構築と、この構築を主導するコンソーシアムの形成に向けて、平成２４年

を目途に必要な検討と準備を行うことを目的とする。 

 

（活動） 

第３条 本会は、前条の目的を達成するため、次の活動を行う。 

（１） ＨＰＣＩの構築に係る事項の検討及び具体案の策定 

（２） コンソーシアムの形成に係る事項の検討及び具体案の策定 

（３） その他、目的達成に必要な事項の検討及び決定 

 

（会員） 

第４条 本会の会員は、文部科学省が実施したＨＰＣＩの構築を主導する準備段階におけるコンソ

ーシアムの構成機関の公募に申請して決定された機関とする。 

２ 会員は、本会の目的及び活動に賛同し、本規程を遵守しなければならない。 

３ 会員を追加する場合は、ＨＰＣＩ検討総会の確認を得なければならない。 

４ 会員は、代表者の者（以下「会員代表者」という。）及びその代理者の者（以下「会員代理者」

という。）を定め、本会事務局に届け出なければならない｡ 

５ 会員が本会を退会しようとするときは、事前に、理由を付した書面を本会事務局に提出しなけ

ればならない。 

 

（会議） 

第５条 本会に、第３条に定める活動を行うため、会員代表者を構成員とするＨＰＣＩ検討総会（以

下「総会」という。）及び総会の議論を効率的に行うための会議として、我が国の計算科学技術

振興の観点に立ち、所属機関を越えて全体的な立場から検討を行い得る有識者を構成員と

するＨＰＣＩ検討委員会（以下「委員会」という。）を設ける。 

２ 委員会の構成員は、総会において選任する。 

 

- 65 -



（総会） 

第６条 総会は、本会の活動に関する事項について検討、決定する。 

２ 総会の構成員は、本会の目的及び活動に賛同し、本規程を理解しなければならない。 

３ 総会に代表１名及び副代表２名を置き、総会において構成員の互選により定める。 

４ 代表は総会を招集し、議事を整理する。 

５ 副代表は、代表を補佐し、代表が職務を遂行できない場合はその職務を代行する。 

６ 総会は、構成員の過半数の参加がなければ開会することができない。 

７ 総会の決定事項は、総会に参加している構成員の合議により定める。ただし、総会に参加して

いる構成員の四分の三以上の要求がある場合には、多数決をもって決し、可否同数のときは、

代表の決するところとすることができる。 

８ 会員は、決定事項の検討の際、会員代理者又は会員代理者に代わる者を構成員として参加

させることができる。この場合、会員代表者は当該者を事前に本会事務局に届け出なければ

ならない。 

９ 総会は、代表が非公開とすることを必要と認めた事案を除き、公開する。 

１０ 総会の議事要旨については、第９項の規定により代表が会議を非公開とすることを必要と認

めた場合であっても、公開する。 

１１ 代表が必要と認めたときは、総会に構成員以外の者の出席を求め、説明または意見を聴く

ことができる。 

１２ 構成員及び事務局以外の参加者については、前項に基づき、代表が指名する。 

 

（委員会） 

第７条 委員会は、総会が定めた事項に関して調査、検討を行い、結果を総会に報告する。 

２ 委員会の運営については別途規程を委員会において定める。 

 

（事務局） 

第８条 本会に、事務を処理するため事務局を置く。 

２ 事務局は、文部科学省が別途選定する者が実施する。 

３ 事務に必要な経費は文部科学省の委託費をもって充てる。 

 

（規程の改廃） 

第９条 この規程は、総会の議決をもって変更することができる。 

 

（会の解散） 

第１０条 本会は、総会の議決をもって解散することができる。 

 

附則 

１ 本規程は、平成２２年１０月８日から施行する。 
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参考資料２ 

 

ＨＰＣＩ準備段階コンソーシアム構成機関リスト 

○ユーザコミュニティ機関（13 機関） 

独立行政法人理化学研究所 

計算物質科学イニシアティブ（代表機関：東京大学 物性研究所） 

独立行政法人海洋研究開発機構 

東京大学 生産技術研究所 

計算基礎科学連携拠点（代表機関：筑波大学 計算科学研究センター） 

スーパーコンピューティング技術産業応用協議会 

財団法人計算科学振興財団 

特定非営利活動法人バイオグリッドセンター関西 

独立行政法人宇宙航空研究開発機構 

独立行政法人日本原子力研究開発機構 システム計算科学センター 

自然科学研究機構 核融合科学研究所 

名古屋大学 太陽地球環境研究所 

神戸大学 

○計算資源提供機関（25 機関） 

北海道大学 情報基盤センター 

東北大学 サイバーサイエンスセンター 

東京大学 情報基盤センター 

名古屋大学 情報基盤センター 

京都大学 学術情報メディアセンター 

大阪大学 サイバーメディアセンター 

九州大学 情報基盤研究開発センター 

筑波大学 計算科学研究センター 

東京工業大学 学術国際情報センター 

東北大学 金属材料研究所 

東京大学 物性研究所 

京都大学 基礎物理学研究所 

大阪大学 核物理研究センター 

高エネルギー加速器研究機構 共通基盤研究施設 計算科学センター 

自然科学研究機構 国立天文台 

自然科学研究機構 分子科学研究所 計算科学研究センター 

情報・システム研究機構 統計数理研究所 

独立行政法人宇宙航空研究開発機構 情報・計算工学センター 
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独立行政法人海洋研究開発機構 地球シミュレータセンター 

独立行政法人産業技術総合研究所 情報技術研究部門 

独立行政法人日本原子力研究開発機構 システム計算科学センター 

独立行政法人理化学研究所 情報基盤センター 

独立行政法人理化学研究所 計算科学研究機構 

情報・システム研究機構 国立情報学研究所 

財団法人高度情報科学技術研究機構 

(平成 22 年 10 月 8 日現在) 
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参考資料３ 

 

ＨＰＣＩ検討総会構成員リスト 

 

構成機関                 代表者 

独立行政法人理化学研究所 柳田 敏雄 

ＨＰＣＩ計算生命科学推進プログラム 
プログラムディレクター(H23.4.1～) 
計算生命科学研究センター設立準備室 
設立準備室長(～H23.3.31) 

計算物質科学イニシアティブ 常行 真司 東京大学物性研究所 教授 

独立行政法人海洋研究開発機構 今脇 資郎 
地球情報研究センター センター長(H23.4.1～) 
理事(～H23.3.31) 

東京大学生産技術研究所 加藤 千幸 
革新的シミュレーション研究センター 
教授、センター長 

計算基礎科学連携拠点 青木 慎也 筑波大学計算科学研究センター 教授 

スーパーコンピューティング技術 
産業応用協議会 高田 章 運営小委員会 委員長 

財団法人計算科学振興財団 福田 正大 チーフコーディネーター 

特定非営利活動法人 
バイオグリッドセンター関西 

下條 真司 理事長 

独立行政法人宇宙航空研究開発機構 藤井 孝藏 宇宙科学研究所 教授、副所長 

独立行政法人日本原子力研究開発機構 
システム計算科学センター 

中島 憲宏 システム計算科学センター 次長 

自然科学研究機構 核融合科学研究所 堀内 利得 ヘリカル研究部 教授、数値実験研究総主幹 

名古屋大学 太陽地球環境研究所 荻野 瀧樹 太陽地球環境研究所 教授、副所長 

神戸大学 賀谷 信幸 システム情報学研究科計算科学専攻 教授 

北海道大学 情報基盤センター 
高井 昌彰(H23.4.1～) 
山本   強(～H23.3.31) 

情報基盤センター 教授、センター長 
情報基盤センター 教授、センター長 

東北大学 サイバーサイエンスセンター 小林 広明 サイバーサイエンスセンター 教授、センター長 

東京大学 情報基盤センター 石川 裕 情報基盤センター 教授、センター長 

名古屋大学 情報基盤センター 阿草 清滋 情報基盤センター センター長 

京都大学 学術情報メディアセンター 中島 浩 学術情報メディアセンター 教授、センター長 

大阪大学 サイバーメディアセンター 中野 博隆(H23.8.26～) 
竹村 治雄(～H23.8.25) 

サイバーメディアセンター 教授、センター長 
サイバーメディアセンター 教授、センター長 
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九州大学 情報基盤研究開発センター 青柳 睦 情報基盤研究開発センター 教授、センター長 

筑波大学 計算科学研究センター 佐藤 三久 計算科学研究センター 教授、センター長 

東京工業大学 学術国際情報センター 
佐伯 元司(H23.4.1～) 
渡辺   治 (～H23.3.31) 

学術国際情報センター 教授、センター長 
学術国際情報センター 教授、センター長 

東北大学 金属材料研究所 新家 光雄 金属材料研究所 教授・所長 

東京大学 物性研究所 家 泰弘 物性研究所 教授、所長 

京都大学 基礎物理学研究所 柴田 大 基礎物理学研究所 教授 

大阪大学 核物理研究センター 保坂 淳 核物理学研究センター 准教授 

高エネルギー加速器研究機構 

共通基盤研究施設 計算科学センター 
野崎 光昭 計算科学センター 教授、センター長 

自然科学研究機構 国立天文台 
富阪 幸治 (H23.4.1～) 
牧野淳一郎(～H23.3.31) 

理論研究部 教授 
理 論 研 究 部  教 授 / 天 文 ｼ ﾐ ｭ ﾚ ｰ ｼ ｮ ﾝ ﾌ ﾟ ﾛ ｼ ﾞ ｪ ｸ ﾄ 長 

自然科学研究機構 分子科学研究所 
計算科学研究センター 

齊藤 真司(H23.4.1～) 
平田 文男(～H23.3.31) 

理論・計算分子科学領域 教授 
理論・計算分子科学領域 教授 

情報・システム研究機構 
統計数理研究所 中野 純司 統計科学技術センター センター長 

独立行政法人宇宙航空研究開発機構 

情報・計算工学センター 
嶋 英志 情報・計算工学センター センター長 

独立行政法人海洋研究開発機構 

地球シミュレータセンター 
渡邉 國彦 地球シミュレーターセンター センター長 

独立行政法人産業技術総合研究所 

情報技術研究部門 
関口 智嗣 情報技術研究部門 研究部門長 

独立行政法人日本原子力研究開発機構 
システム計算科学センター 

谷 正之 システム計算科学センター 次長 

独立行政法人理化学研究所 

情報基盤センター 
姫野龍太郎 情報基盤センター センター長 

独立行政法人理化学研究所 

計算科学研究機構 
平尾 公彦 計算科学研究機構 機構長 

情報・システム研究機構 
国立情報学研究所 

安達 淳 学術基盤推進部 学術基盤推進部長 

財団法人高度情報科学技術研究機構 中村 壽 理事 

計：３８名 

(平成２４年１月３０日現在) 
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参考資料４ 

 

ＨＰＣＩ検討委員会運営規程 

 

（目的） 

第１条 本規程は、ＨＰＣＩ準備段階コンソーシアム運営規程（平成２２年１０月８日施行）第７条第

２項の別途規程で定めるＨＰＣＩ検討委員会（以下「委員会」という。）の運営を定めることを目的

とする。 

 

（任務） 

第２条 委員会は、ＨＰＣＩ検討総会（以下「総会」という。）の議論を効率的に行うため、総会が定

めた事項に関して調査、検討を行い、結果を総会に報告する。 

 

（組織） 

第３条 委員会は、我が国の計算科学技術振興の観点に立ち、所属機関を越えて全体的な立

場から検討を行い得る有識者をもって組織する。 

２ 委員は、総会において選任する。 

 

（任期） 

第４条 委員の任期はＨＰＣＩ準備段階コンソーシアム解散時までとする。 

２ 事故等により委員に欠員が生じた場合の後任者の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

（委員長） 

第５条 委員会に委員長を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は委員会における調査，検討並びに事務を掌理する。 

３ 委員長に事故があるときは、あらかじめ委員長が指名する副委員長がその職務を行う。 

４ 委員長は、委員会における調査，検討の経過および結果を、総会に報告するものとする。 

 

（委員以外の者の出席） 

第６条 委員長が必要と認めたときは、委員以外の者を委員会に出席させることができる。 

 

（ワーキンググループ） 

第７条 委員会は、任務の円滑な遂行を図るために、具体的事項について調査、検討するワーキ

ンググループを置くことができる。 
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（開催） 

第８条 委員会は、委員長が召集し、その議長となる。 

２ 委員会は、委員の過半数の出席がなければ開会することができない。 

３ 委員会の決定事項は、委員会に参加している委員の合議により定める。ただし、委員会に参

加している委員の四分の三以上の要求がある場合には、多数決をもって決し、可否同数のとき

は、委員長の決するところとすることができる。 

４ 委員会は、委員による率直かつ自由な意見交換を確保するため、原則として非公開とする。 

５ 委員会の議事要旨については、ホームページ等を通じて公表する。 

６ 委員会の参加者における配布資料の取り扱いについては、原則本委員会のみでの使用に限

る。その他の用途に使用する場合は本委員会に諮るものとする。 

  また、委員会の配布資料の開示についての取り扱いについては、行政機関の保有する情報の

公開に関する法律（平成１１年５月１４日法律４２号）の定めるところによる。 

７ 委員及び事務局以外の参加者については、第６条に基づき、委員長が指名する。 

 

（事務） 

第９条 委員会の事務は、ＨＰＣＩ準備段階コンソーシアム運営規程第８条に規定する事務局にお

いて処理する。 

 

（規程の改廃） 

第１０条 この規程は、委員会の議決をもって変更することができる。 

 

（雑則） 

第１１条 この規程に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員会において、

別に定める。 

 

附 則 

１ 本規程は、平成２２年１１月２日から施行する。 
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参考資料５ 

 

ＨＰＣＩ検討委員会構成員リスト 

 

 

平成２２年１１月２日設置 

 秋山   泰 東京工業大学大学院情報理工学研究科計算工学専攻教授 

委員長 宇川   彰 筑波大学副学長 

 加藤 千幸 東京大学生産技術研究所教授 

 小林 広明 東北大学サイバーサイエンスセンター長 

 関口 智嗣 産業技術総合研究所情報技術研究部門長 

副委員長 高田   章 
スーパーコンピューティング技術産業応用協議会運営小委員会 

委員長 

 常行 真司 東京大学物性研究所教授 

 中島   浩 京都大学学術情報メディアセンター長 

 平尾 公彦 理化学研究所計算科学研究機構長 

 藤井 孝藏 宇宙航空研究開発機構宇宙科学研究所教授 

副委員長 米澤 明憲 理化学研究所計算科学研究機構副機構長（平成２３年４月１日～） 

 渡邉 國彦 海洋研究開発機構地球シミュレータセンター長 

 

計：１２名 
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参考資料６ 

 

各ＷＧの構成員と検討事項 

 

システム整備検討ＷＧ構成員 

平成２２年１１月２４日設置 

代表 米澤 明憲 理化学研究所計算科学研究機構副機構長（平成２３年４月１日～） 

 秋山   泰 東京工業大学大学院情報理工学研究科計算工学専攻教授 

 小林 広明 東北大学サイバーサイエンスセンター長 

 関口 智嗣 産業技術総合研究所情報技術研究部門長 

 青柳   睦 九州大学情報基盤研究開発センター長 

 安達   淳 国立情報学研究所学術基盤推進部長 

 佐藤 三久 筑波大学計算科学研究センター長 

 石川   裕 東京大学情報基盤センター長 （平成２３年１月１９日～参画） 

 渡邉 國彦 
海洋研究開発機構地球シミュレータセンター長 

（平成２３年６月３日～参画） 

 

計： ９名 

 

 

【検討事項】  

 

＜ストレージ・ネットワーク・ミドルウェア等の具体的な規模・機能＞  

 （システムの基本的考え方）データグリッド的なものなのか、それ以外の機能を備えたシス

テムなのかなど。 

 （ストレージに関して）分散環境を構築する場合の課題・支援、さらにその具体的なイメー

ジ。既存のストレージとの関係をどのように整理すべきか。（特に、「京」のグローバルファイ
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ルや各コミュニティが有するデータベースとの関係など。なお、「京」のグローバルファイル

については計算機構とも相談。） 

 （ネットワークに関して）前提として、可視化をどの程度までを採用するのか。既存のネットワ

ークシステムとの関係をどのように整理すべきか。ＨＰＣＩとしての専用回線を構築する必要

があるかどうかなど。 

 

 （ミドルウェアに関して）既存のミドルウェアとの関係をどのように整理すべきか。オペレーシ

ョンシステムなどの点で異なる計算機同士を、具体的にどこまで連携運用させることがで

きるのか、ユーザがローカル環境で行っているファイル処理方法を例にした具体的なイメ

ージ。ＨＰＣＩの経費で開発要素があるものにどこまで対応すべきかなど。 

 

＜利用環境(セキュリティーを含む)＞ 

 セキュリティーを含む共通利用環境（認証システム等）の検討・設計。 

 産業利用促進検討ＷＧの検討結果を考慮。 

 

＜ソフトウェアの整備普及＞ 

 上記のミドルウェア以外で必要となるものについての特定と整備方針。 

 

＜システム運用体制＞ 

 必要な体制と予算規模 
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産業利用促進検討ＷＧ構成員 

平成２２年１１月２４日設置 

代表 高田   章 
スーパーコンピューティング技術産業応用協議会運営小委員会 

委員長 

 善甫 康成 法政大学教授 

 藤井 孝藏 宇宙航空研究開発機構宇宙科学研究所教授 

 加藤 千幸 東京大学生産技術研究所教授 

 伊藤   聡 
理化学研究所計算科学研究機構コーディネーター 

（平成２３年５月１日～） 

 志水 隆一 バイオグリッドセンター関西理事 

 福田 正大 計算科学振興財団チーフコーディネーター 

 石川   裕 東京大学情報基盤センター長 （平成２３年５月１１日～参画） 

 安達   淳 国立情報学研究所教授 （平成２３年５月１１日～参画） 

 

計：９名 

 

【検討事項】  

 

＜利用のための体制＞ 

 短期的な視点（現制度下での利用、「京」の利用）と長期的な視点（ＨＰＣＩによる拡大ユー

ザ層の利用）で、産業利用促進のための体制を整理。 

 システム整備検討ＷＧ、「京」の運用方式関係にアウトプットを行うイメージで整理。 

 

  ＜課題(利用契約、ハード、ソフト、適正費用等、試用等)＞ 

 産業利用における様々な課題（利用契約の内容、ハードウェア・ソフトウェアの運用方法、

適正な費用・試用制度の設定等）を整理し、利用促進のための方策を検討。 

 システム整備検討ＷＧ、「京」の運用方式関係にアウトプットを行うイメージで整理。 
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  ＜社会へのフィードバック(産業利用ためのアプリ情報、公表ルール等)＞ 

 国際的な産業競争力強化への利用、社会還元（他の産業、今後ＨＰＣを利用するところ、

一般社会等へフィードバック）の視点から、産業利用のための情報提供方法、公表ルール

等について検討。 

 

 

 

課題選定体制ＷＧ構成員 

平成２３年２月３日設置 

代表 藤井 孝藏 宇宙航空研究開発機構宇宙科学研究所教授 

 平尾 公彦 理化学研究所計算科学研究機構長 

 常行 真司 東京大学物性研究所教授 

 中島   浩 京都大学術情報メディアセンター長 

 善甫 康成 法政大学教授 （平成２３年５月３１日～参画） 

 

計： ５名  

【検討事項】  

 

＜・「京」及び「京」以外のＨＰＣＩ共用資源の課題選定に係る体制の具体案の作成  

・ＨＰＣＩコンソーシアム、計算科学研究機構、登録機関の役割と相互の関係の明確化＞ 

 課題選定委員会の組織と構成 

 課題選定の方法 

 課題選定基準とその制定方法 

 選定審査の手続き 

 その他の事項 
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人材育成検討ＷＧ構成員 

平成２３年８月４日設置 

代表 小柳 義夫 神戸大学システム情報学研究科特命教授 

 関口 智嗣 産業技術総合研究所情報技術研究部門長 

 伊藤   聡 理化学研究所計算科学研究機構コーディネーター 

 今田 正俊 東京大学工学系研究科教授 

 金田 行雄 名古屋大学工学研究科教授 

 賀谷 信幸 神戸大学システム情報学研究科計算科学専攻長 

 斎藤 峯雄 金沢大学自然科学研究科教授 

 中島 研吾 東京大学情報基盤センター教授 

 兵頭 志明 兵庫県立大学シミュレーション学研究科 

 

計： ９名  

【検討事項】  

 

＜ＨＰＣＩを活用した人材育成の取組＞ 

 コンソーシアム構成機関等が連携した人材育成方策 

 ＨＰＣＩ上の計算資源を利用した人材育成方策 

 ＨＰＣ人材の裾野を拡げる取組 等 
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ＨＰＣＩコンソーシアム法人設立準備ＷＧ構成員 

平成２３年９月２６日設置 

代表 宇川   彰 筑波大学副学長 

 米澤 明憲 理化学研究所計算科学研究機構副機構長 

 高田   章 
スーパーコンピューティング技術産業応用協議会運営小委員会 

委員長 

 藤井 孝藏 宇宙航空研究開発機構宇宙科学研究所教授 

 

計： ４名  

【検討事項】  

 

＜平成２４年４月のコンソーシアム本格段階移行に向けて、ＨＰＣＩコンソーシアム法人（仮称）の

立上げに向けた準備＞ 

 設立発起人会 

 設立趣意書 

 定款（総則、会員、総会、役員及び職員、理事会 等） 

 法人への参加機関及び代表者数 

 当面の検討課題 

 役員構成及び当面の検討課題に対する担当理事（人選含む） 

 事務体制 

 その他事項 
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参考資料７ 

審議経過 

 

【ＨＰＣＩ検討総会】 

 

第 1 回：平成２２年１０月８日(金) １８：００～ 

(1) 第１回準備会合から本会開催までの経緯について 

(2) ＨＰＣＩ準備段階コンソーシアム運営規程について 

(3) ＨＰＣＩ検討委員会における検討事項について 

(4) 平成２３年度概算要求の状況について 

(5) ＨＰＣＩ検討委員会の構成員の報告について 

(6) その他 

(6-1) 今後について 

(6-2) Ｗｅｂシステムの公開について 

 

第２回：平成２３年３月３０日(水) １３：００～ 

(1) 「ＨＰＣＩとその構築を主導するコンソーシアムの具体化に向けて 

―中間報告案―」について 

(2) 今後のスケジュール 

(3) 震災対応について 

(4) その他 

 

第３回：平成２３年７月５日(火) １３：００～ 

(1) 「京」の整備状況について 

(2) 「ＨＰＣＩとその構築を主導するコンソーシアムの具体化に向けて 

―中間報告案―」について 

(3) 今後のスケジュール 

(4) その他 
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 第４回：平成２３年９月２６日(月) １６：００～ 

(1) ＨＰＣＩとその構築を主導するコンソーシアムの具体化に向けて 

(2) コンソーシアム法人の立上げについて 

(3) その他 

 

第５回：平成２３年１２月１４日(水) １５：００～ 

(1) ＨＰＣＩ計画を巡る最近の状況について 

(2) 「京」の開発状況について 

(3) コンソーシアム法人の設立準備状況について 

(4) その他 

 

第６回：平成２４年１月３０日(月) １６：００～ 

(1) 最終報告について 

(2) 法人立上げに向けた取組状況について 

(3) その他 

 

 

【ＨＰＣＩ検討委員会】 

 

第 1 回：平成２２年１１月２日(火) １６：００～ 

(1) ＨＰＣＩ検討委員会運営規程について  

(2) ＨＰＣＩ検討委員会での検討について 

(3) その他  

  

第２回：平成２２年１１月９日(火) １７：３０～ 

(1) 革新的ハイパフォーマンス・コンピューティング・インフラの具体化に向けて 

(2) ワーキンググループの設置 

(3) その他 
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第３回：平成２２年１１月２４日(水) １７：３０～ 

(1) 革新的ハイパフォーマンス・コンピューティング・インフラの具体化に向けて 

(2) ＨＰＣＩコンソーシアムの具体化に向けて 

(3) ＷＧの構成員と検討事項 

(4) その他  

 

第４回：平成２２年１２月３日(金) １６：００～ 

(1) ＨＰＣ人材育成について 

(2) 革新的ハイパフォーマンス・コンピューティング・インフラの具体化に向けて 

(3) 京の運用方式について 

(4) ＨＰＣＩコンソーシアムの具体化に向けて 

(5) その他 

 

第５回：平成２２年１２月２２日(水) １５：００～ 

(1) ＨＰＣＩとその構築を主導するコンソーシアムの具体化に向けて 

(2) 京の運用方式について 

(3) 登録機関について 

(4) 各ＷＧの活動状況について 

(5) その他 

 

第６回：平成２３年１月２４日(月) １７：００～ 

(1) 登録機関について  

(2) 各ＷＧの活動状況について 

(3) その他 

 

第７回：平成２３年２月１５日(火) １５：００～ 

(1) 課題選定体制ＷＧの設置について  

(2) 利用促進業務のあり方について 

(3) ＨＰＣＩシステムの基本仕様について 

(4) 産業利用促進検討ＷＧの検討状況について 

(5) その他 
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第８回：平成２３年３月２４日(木) １５：００～ 

(1) 中間報告案の取りまとめについて 

(2) 今後のスケジュール 

(3) その他 

 

第９回：平成２３年４月２７日(水) １７：００～ 

(1) 今後の検討課題とその対応 

(2) 意見交換会の進め方について意見交換 

(3) 節電対応について各委員から状況報告 

(4) 次々世代に向けた意見交換 

 

第１０回：平成２３年５月１７日(火) １７：００～ 

(1) ＨＰＣＩによるストレージ利用について 

(2) 今後の検討にあたり確認すべき内容について  

(3) その他 

 

第１１回：平成２３年６月１４日(火)１７：００～ 

(1) 人材育成検討ＷＧの設置について 

(2) コンソーシアム及び事務局の体制について 

(3) 中間報告案に盛り込むべき事項について 

(4) その他 

 

第１２回：平成２３年６月２４日(金) １０：００～ 

(1) 「京」の整備状況について 

(2) 中間報告について 

(3) 各ＷＧの活動状況について 

(4) コンソーシアムの運営事務局や業務実施の体制について 

(5) その他 
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第１３回：平成２３年８月４日(木) １０：００～ 

(1) 第５回ＨＰＣＩ計画推進委員会への説明結果について 

(2) 人材育成検討ＷＧについて 

(3) 課題選定体制ＷＧの検討状況について 

(4) コンソーシアムへの参加要件について 

(5) その他 

 

第１４回：平成２３年９月２０日(火) １６：００～ 

(1) 第２回ＨＰＣＩ検討に関する意見交換会の結果について 

(2) ＨＰＣＩシステム運用及びコンソーシアム業務の実施主体について 

(3) コンソーシアムの立上げについて 

(4) 次回のＨＰＣＩ検討総会の進め方について 

(5) その他 

 

第１５回：平成２３年１１月１日(火) １４：００～ 

(1) コンソーシアム法人の設立準備状況について 

(2) 最終報告に向けた検討について 

(3) 外国人等によるＨＰＣＩシステムの利用について 

(4) その他 

 

第１６回：平成２３年１２月７日(水) １７：００～ 

(1) ＨＰＣＩ計画をめぐる最近の状況について 

(2) ＷＧ等からの状況報告について 

(3) その他 

(4) コンソーシアム法人の設立準備状況について 

 

第１７回：平成２４年１月１８日(水) １７：００～ 

(1) 最終報告について 

(2) ＨＰＣＩシステムの本格利用開始に向けた取組みについて 

(3) その他 
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【システム整備検討ＷＧ】 

 

第１回：平成２２年１２月１０日(金) １５：００～ 

(1) ＨＰＣＩシステムイメージ(案) 

(2) その他  

 

第２回：平成２２年１２月１７日(金) １０：００～ 

(1) ネットワーク系利用環境について 

(2) ストレージの規模について 

(3) システム整備における検討課題について 

(4) その他 

 

第３回：平成２３年１月１９日(水)１８：００～  ※システム・産業合同ＷＧ 

(1) 京速コンピュータ「京」の周辺機器構成について 

(2) ｅ－サイエンスの可視化システムについて 

(3) 大規模プリポスト処理の現状と展望について 

(4) その他 

 

第４回：平成２３年３月９日(水) １７：００～ 

(1) ＨＰＣＩ検討委員会への報告について  

(2) その他 

 

第５回：平成２３年６月３日(金) １０：００～ 

(1) ＨＰＣＩ計画推進委員会指摘事項への対応について 

(2) 平成２４年度に予算措置が必要な事項について 

(3) ＨＰＣＩによるストレージ利用について 

(4) その他 

 

第６回：平成２３年６月１７日(金) １０：００～ 

(1) ＨＰＣＩ共用ストレージの利用について 

(2) 共通窓口機能の運用業務について 

(3) 中間報告について 

(4) その他 
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第７回：平成２３年１０月２７日(木) １８：００～ 

(1) 最終報告（案）への記載内容について 

(2) その他 

 

 

【産業利用促進検討ＷＧ】 

 

第１回：平成２２年１１月２４日(水) １９：４０～ 

(1) 「京」コンピュータおよびＨＰＣＩの産業利用に関する検討課題 

 

第２回：平成２２年１２月３日(金) １８：３０～ 

(1) ＨＰＣＩ検討委員会、ＷＧのスケジュール案 

(2) 産業利用促進の全体方針に関する議論 

(3) 産業利用促進の検討課題の整理  

 

第３回：平成２２年１２月１６日(木) １８：００～ 

(1) 検討課題の具体化について(第５回ＨＰＣＩ検討委員会での報告に向けて) 

(2) その他 

 

第４回：平成２３年１月１９日(水) １８：００～  ※システム・産業合同ＷＧ 

(1) 京速コンピュータ「京」の周辺機器構成について 

(2) ｅ－サイエンスの可視化システムについて 

(3) 大規模プリポスト処理の現状と展望について 

(4) その他 

 

第５回：平成２３年２月９日(水) １８：００～ 

(1) ＴＳＵＢＡＭＥの産業利用について 

(2) セキュリティーポリシーとオプションの考え方 

(3) 課金／成果の帰属／公開非公開の方針 

(4) ＮＤＡおよび契約書の方針 

(5) 知財権と成果の取り扱い 

(6) その他  
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第６回：平成２３年４月２５日(月) １７：３０～ 

(1) ネットワークアクセスについて 

(2) 利用環境の具体化について 

(3) その他 

 

第７回：平成２３年５月１１日(水) １７：００～ 

(1) アクセスポイントについて 

(2) 利用支援について 

(3) 利用情報の一元的提供について 

(4) その他  

 

第８回：平成２３年５月２４日(火) １７：００～ 

(1) 産業利用の目指す姿について 

(2) 産業利用に必要な利用支援、利用情報について 

(3) その他 

 

第９回：平成２３年６月７日(火) １７：００～ 

(1) ＨＰＣＩにおける産業利用促進のあり方について 

(2) 産業利用における課題選定について 

(3) その他 

 

第１０回：平成２３年６月１７日(金) １７：００～ 

(1) ＨＰＣＩにおける産業利用促進のあり方について 

(2) その他 

 

第１１回：平成２３年１０月２５日(火) １７：００～ 

(1) 総会・意見交換会の開催結果とその対応について 

(2) 各コミュニティにおける意見集約結果とその対応について 

(3) 残された課題の整理とその対応について 

(4) その他 
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第１２回：平成２３年１１月１７日(木) １８：００～ 

(1) 最終報告への記載内容について 

(2) その他 

 

 

【課題選定体制ＷＧ】 

 

第１回：平成２３年２月１０日(木) １０：００～ 

(1) 課題選定に係る枠組みについて 

(2) その他 

 

第２回：平成２３年３月１日(火) １７：３０～ 

(1) 課題選定に係る枠組みについて 

(2) その他 

 

第３回：平成２３年５月３１日(火) １８：００～ 

(1) 課題選定体系について 

(2) その他 

 

第４回：平成２３年６月２０日(月) １６：００～ 

(1) 「京」のリソース配分方針と運用方針について 

(2) 中間報告について 

(3) その他 

 

第５回：平成２３年８月２日(火) １８：００～ 

(1) 課題選定体系について 

(2) その他 

 

第６回：平成２３年１０月２５日(火) １９：００～ 

(1) 最終報告への記載内容について 

(2) 選定委員会等の人選の考え方について 

(3) その他 
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【人材育成検討ＷＧ】 

 

第１回：平成２３年９月６日(火) １７：００～ 

(1) ＷＧの検討項目について 

(2) 大学及び企業におけるＨＰＣ人材育成について 

(3) その他 

 

第２回：平成２３年１１月２５日(金) １０：００～ 

(1) ＨＰＣＩの環境を活用した人材育成の考え方について 

(2) 企業のための人材育成とＨＰＣＩへの期待について 

(3) 大学におけるＨＰＣ・計算科学教育への課題とＨＰＣＩへの要望について 

(4) その他 

 

第３回：平成２３年１２月２２日(木) １０：００～ 

(1) 戦略分野における人材育成とＨＰＣＩコンソーシアムへの期待、提言について 

(2) 大学のＨＰＣ人材育成の観点からのＨＰＣＩコンソーシアムへの期待、提言につい

て 

(3) 企業におけるＨＰＣ人材育成とＨＰＣＩコンソーシアムについて 

(4) その他 

 

 

【ＨＰＣＩコンソーシアム法人設立準備ＷＧ】 

 

第１回：平成２３年１０月１４日(金) １４：３０～ 

(1) 当面の検討事項について 

(2) 法人概要、役員構成、当面の業務内容と担当理事について 

(3) その他 

 

 

----------------------------------------------------------------------------------- 
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【ＨＰＣＩ検討に関する意見交換会】 

 

第 1 回：平成２３年５月３０日(月) １５：００～ 

(1) 「ＨＰＣＩとその構築を主導するコンソーシアムの具体化に向けて」について 

(2) その他 

 

第２回：平成２３年９月７日(水) １５：００～ 

(1) 「ＨＰＣＩとその構築を主導するコンソーシアムの具体化に向けて」について 

(2) その他 
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	○ユーザコミュニティ機関（13機関）
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